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１　前年度指摘事項等に対する措置等

県土整備部長

課　　　　名

定　　　　員

5

係（担当）名

・建設業の許可等に関すること。建設工事及び測量等業務（以下「建設工事等」という。）
の入札及び契約に関すること。

総務担当
・部の予算経理、連絡調整及び庶務に関すること。
・部内各課及び地方機関との連絡調整に関すること。

課長補佐

5

山口　真司

1

廣岡　靖彦 3

用地室長 0

課長補佐

非常勤職員

職　　　　　名

5

県土整備部次長

課長補佐

宮本　則明 5

課長補佐

入札制度担当

 計

用地室
・用地・補償事務に関すること。
・収用委員会の運営に関すること。

県土総務課
建設業担当

・建設工事等の入札制度等に関すること。

現業職員

過不足(△)

      　  種別

区分

現　　　　員

0

氏　　　　　　名

事務職員 技術職員

備　　　　　考



９０６社
５１３社

　　　調査基準価格…予定価格の概ね81%程度→88%程度
　　　失格基準…予定価格の概ね75%程度→80%～85%程度

ウ　成　果

　総合評価の適用拡大及び調査基準価格等の引上げにより、平均落札率が92.5%と前年より若干上
昇（＋0.4%）した。このうち、特に、予定価格2億円以上の土木工事については落札率が大きく改善し
（H24：76.5%→H25：86.0%）、ダンピングの防止と適正な利潤確保が図られた。
　また、従来の総合評価方式では全ての工事で県工事成績や企業経営等を評価項目としていたた
め、実績のない小規模業者が不利となっていたが、工事成績等を評価対象としない地域密着型総
合評価の導入により、小規模業者の受注機会が広がった。

エ　課　題

　新入札制度適用後の落札率や受注バランスを注視するとともに、県内建設業者の経営状況等の
分析を行い、必要に応じて入札制度の見直しを行う。

○建設工事総合評価入札の全面改定

　従来の総合評価は工事の規模や難易度にかかわらず全て単一の方式で実施していた
ため、工事内容に応じた３つの方式で実施するよう改正を行った。
　併せて適用範囲を予定価格1千万円以上から250万円以上に拡大した。

①簡易評価型総合評価（従来型の評価項目見直し）
　入札価格のほか、会社や配置技術者の施工能力、受注額、地域性等により評価を行
う。（②、③の対象とならない工事に適用）
②地域密着型総合評価（新設導入）
　1千万円未満の小規模工事や6千万円未満の維持修繕工事など地域をよく知る企業が
行う方が効率的な工事を対象に、①よりも地域性や価格を重視した評価を行う。
③技術提案評価型総合評価（試行の本格実施）
　施工技術や現場条件の難易度が高い工事を対象に、施工上の工夫等の技術提案を求
めて評価を行う。（6千万円以上の工事の中から各発注機関が選定）

平成25
年7月

○建設工事の調査基準価格の引上げ

　低入札価格調査制度が適用される予定価格2億円以上の土木工事について、落札率
が著しく低下しており（H20：83.9%→H24：76.5%）、労務費等へのしわ寄せや工事の品質低
下が懸念されることから、調査基準価格及び失格基準の引上げを行った。

・工事成績に対する不服申立て（1件） 申立てを棄却

第4回　2月12日 ・入札契約手続の運用状況報告
・談合情報について

報告を了承
談合の事実は確認できない

第3回  10月18日

イ　平成２５年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

　総合評価競争入札の全面改定や調査基準価格の引き上げなど、建設工事の品質確保と地域の
建設業者の健全育成に資する入札制度となるよう改正を行った。

　　　【主な入札制度改正状況】

建設工事等入札制度管
理費

決算額
　　6,899千円

（財源内訳）
　一般財源　　6,869千円
　その他　　　 30千円

　　○入札参加資格の認定（平成２５年４月２２日以降適用）
(前回９４２社)
（前回５５８社）

　【平成２５年度審議会開催状況】
　入札・契約に関し恣意的運用を防ぐため、第三者委員会である鳥取県建設工事等入札・契約審議会
を開催し、入札制度の改正案や入札契約手続の執行状況に対して意見を伺い、適正な執行に努め
た。

第１回　5月8日 ・工事成績に対する不服申立て（2件） 申立ては棄却、ただし成績評
価方法等に不合理な点もある
ので制度の改善検討を意見
具申

平成25
年4月

開催日 審議事項 審議結果

第2回　7月1日 ・工事成績に対する不服申立て（1件）
・工事の調査基準価格等の引上げについて
・入札契約手続の運用状況報告

申立てを棄却
引上げ案を承認
報告を了承

　　　県内業者

　【入札参加資格の認定等】
　　平成２５・２６年度の入札参加資格の認定（格付）を行うとともに、適正な競争性及び品質を確保す
るための入札制度の改正検討を行った。

（ア）目的

　　　県外業者

（イ）事業の実施状況

６　主な事業に関する調べ

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

ア　目的及び事業の実施状況

　県が発注する建設工事等の入札・契約の透明性、公平性を確保するとともに、適正施工により建設
工事等の品質確保を図る。



６　主な事業に関する調べ

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

ア　目的及び事業の実施状況

建設業健全発展促進事業

決算額
　　17,451千円

（財源内訳）
　一般財源　17,375千円
　その他　　　　　76千円

（ア）目的

（イ）事業の実施状況

調査件数

3社 見積依頼を書面で行うよう指導

指導件数 指導内容

1,247件 144件 下請報告書の提出、建設業許可証・労
働保険関係成立票・建退共の現場標識
の掲示、下請契約書の作成

・より適正な調査の実施に向けて、施工現場実態調査員に対し、調査方法の再確認や調査上の
問題点・対応方針を共有するための研修会を開催した。
・元請業者との契約が適正でないとの情報があった専門工事業者（型枠工、足場工）を下請業者
に使っている業者に対し、立入実態調査を行った。（指導業者数3社）
　また、平成24年度の立入実態調査で是正報告を求めた業者2社に対し、追跡調査を行い改善状
況を確認した。翌年度の経営事項審査説明会及び入札参加資格説明会（約800名出席）で、建設
業法違反となる事例について説明し、周知・注意喚起できた。

指導内容

10社

・施工現場実態調査員が、県発注工事の7割の現場に立入り、必要な指導等を行うことにより、適
正な施工体制を確保することができた。
・県内建設業者10社に立入実態調査を行い、うち3社に対し、見積依頼が書面でされてないことに
ついて、指導し是正報告書を提出させることにより、改善が図れた。
・優良工事等の表彰により施工技術の向上等が図られ、平成24年の工事成績の平均点が上昇し
た。

・指導を必要とした案件があることから、引き続き施工現場実態調査員による調査・指導を行って
いく必要がある。
・下請取引等点検調査については、全てが調査できている訳ではないため、引き続き実施し、常に
意識付けを行っていく必要がある。
・住みよい県土づくり表彰については、ただ、表彰に終わることなく、若年層の担い手確保の面か
ら一般の人に対しても建設業者のイメージアップに繋がるような工夫やパネル展示をしていく必要
がある。

ウ　成　果

エ　課　題

イ　平成25年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

　建設業法に基づく建設工事の適正な施工確保及び下請契約の適正化を図るため、実態調査等を
行うとともに、優良工事施工者に対して知事表彰を行い、施工技術の向上と建設業界の発展を図
る。

【施工現場実態調査員設置事業】
　・施工現場実態調査員を県土整備事務所（局）に5名配置し、県発注工事の現場において、建設業
者が建設業法を遵守（施工体制台帳の整備状況、現場代理人・技術者の配置状況等）しているか調
査を行った。

【下請取引等点検調査事業】
　・非常勤職員を県土整備事務所（局）に3名配置し、500万以上の下請契約がある工事を中心に、元
請業者及び下請業者について、契約が適正に実施（見積方法、契約書の締結、代金の支払等）され
ているか書面による点検を行うとともに、このうち本庁で対象工事を抽出して立入実態調査も行っ
た。

【経営事項審査事後点検事業】
　・建設業法に基づき公共工事を発注者から直接請け負おうとする建設業者が必ず受けなければな
らない経営事項審査において評価される経営状況について、内容に疑義のあった業者に対し立入
調査を行い、当該業者に対し、監督処分（営業停止45日間）及び入札参加資格停止（6ヶ月）の処分
を行った。
※経営事項審査・・・建設業法第27条の23に基づく審査。審査を希望する建設業者が毎年決算終了
後に工事実績や経営状況等を審査・点数化し、工事の入札参加資格の認定・格付や入札等に活用
している。

【住みよい県土づくり表彰】
　・県発注の工事について、他の模範となるような優良建設工事の施工者45社（工事数59件）に対
し、平成25年11月18日に県庁講堂で、知事表彰を行った。

立入実態調査数 指導業者数



７　決 算 調 書

　　（総括表）

   一般会計 （単位：円）

継 続 費 及 び 予 備 費

繰 越 事 業 費 支 出 及 び

繰 越 額 流 用 増 減 Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ

地 域 の 元 気 ・ 公 共 投 資

基 金 繰 入 金

諸 収 入 228,000 0 0 0 228,000

17,270,085 0 5,607,845

228,000 10,000 218,000 0 0

歳
　
　
出

建 設 業 指 導 監 督 費 33,269,000 0 0 0

一 般 管 理 費 0 0 0 0 0 0 0 100,000100,000 100,000

110,949

0

20,557,000 0 20,557,000

1,934,89961,486,000 0

同
 

上
 

財
 

源
 

内
 

訳

0 18,733,050 0 1,823,950

0土 木 費 委 託 金 804,000 △ 50,000

0 0

8,846,000 27,651,114

0

0 643,051

39,947,000 34,862,000 0土 木 費 手 数 料 42,729,000 △ 2,782,000 0 0 39,947,000

決算額の内訳
翌 年 度
繰 越 額

差引増減額
備　考

本　　庁 出納機関

616,554,198

区
　
分

科　　目

予　　　　　算　　　　　現　　　　　額

決算額

当初予算額 補正予算額
計

20,557,000

8,846,000

総 合 事 務 所 費

33,269,000

0 0 20,557,000 0 20,557,000

27,661,155 10,391,070

合　　　　　計 569,698,000 130,016,000

100,000 658,885,000

18,733,050

合　　　　　計 569,698,000

0 754,000

△ 2,832,000

1,823,950

130,016,000 100,000 720,371,000 683,873,886

0 18,733,050 0

31,316,553

720,371,000

一 般 県 費 充 当 525,937,000 132,848,000 0

24,036,050小　　　　　計

581,039,147 43,283,638

43,761,000

0

20,557,000 59,551,101

25,716,215

20,557,000 8,846,000 27,651,114100,000

606,163,128

8,846,000

67,319,688

683,873,886 616,554,198 67,319,688

624,322,785

18,733,050

643,051

5,085,000

20,119,319

35,515,051

土 木 総 務 費 536,429,000 130,016,000 0 0 666,445,000 637,479,681



８　事業別実施状況調べ

事　業　名 予　算　額 支 出 済 額
翌年度
繰越額

差 引 残 額

(一般管理費)

交際費 100,000 0 0 100,000

目　　　　計 100,000 0 0 100,000

（総合事務所費）

(20,557,000)

20,557,000 18,733,050 0 1,823,950

目　　　　計 20,557,000 18,733,050 0 1,823,950

（土木総務費）

職員人件費 542,589,000 532,681,672 0 9,907,328

土木事業総務費 25,861,000 12,640,404 8,846,000 4,374,596

建設統計調査費 754,000 643,051 0 110,949

電子入札システム保守
運営事業

38,877,000 38,670,628 0 206,372

（主）建設工事等入札制
度管理費

8,653,000 6,899,497 0 1,753,503

公共施設管理サポー
ター事業（鳥取県土）

180,000 97,113 0 82,887

八頭庁舎管理費(八頭
県土）

19,969,000 18,204,430 0 1,764,570

八頭庁舎耐震補強整備
事業(八頭県土）

5,858,000 4,310,041 0 1,547,959

特殊車両車庫管理費 2,111,000 1,856,598 0 254,402

工事進行管理システム
管理費

18,443,000 18,400,637 0 42,363

現場運転管理業務 3,150,000 3,075,610 0 74,390

目　　　　計 666,445,000 637,479,681 8,846,000 20,119,319

（建設業指導監督費）

建設業法施行費 13,417,000 10,210,088 0 3,206,912

１　建設業者の許可

（１）　平成２５年度許可処理数

（２）　平成２５年度末許可業者数
東部 八頭 中部 西部 日野 合計

大臣 9社 0社 3社 18社 0社 30社
知事 784社 113社 434社 717社 48社 2,096社

計 793社 113社 437社 735社 48社 2,126社

２　建設業関係審査

県内 県外 計
936社 - 936社
931社 528社 1,459社

３　平成２５年度入札執行件数
本庁入札　　　８８件105件

(主）建設業健全発展促
進事業

19,852,000 17,451,067 0 2,400,933

目　　　　計 33,269,000 27,661,155 0 5,607,845

合　　　　計 720,371,000 683,873,886 8,846,000 27,651,114

各県土整備事務所（局）の運転業務等に要する経費。

国の指定統計として、国土交通大臣の指定した事業所を対象に建設工事の受注
高調査及び施工実績調査を行った。

新工事進行管理システム等と連携する電子入札の迅速かつ円滑な運用のため
に、システムの保守を行った。

許可業者数

(単位：円)

事業の計画と実績・成果

県内の建設業者に対して、許可及び指導・育成等を行った。

区分

鳥取・八頭県土整備事務所、中部・日野県土整備局の特殊車両車庫の火災報知
器の保守点検委託等を行った。

県が発注する全ての工事について、工事情報及び業者情報を一元的に管理する
新工事進行管理システムを運用管理し、業務の効率化を図った。

審査名 審査業者数

経営事項審査
指名願

（県計　2,610件）

６「主な事業に関する調べ」を参照

174業者
24業者

計 275業者

新規許可

業種追加許可

77業者
更新許可

八頭総合事務所本館屋
上断熱・防水改修工事 屋上防水機能の著しい劣化による雨漏りが発生。全面的に屋上防水改修工事を

行った。

県土整備部及び県土整備事務所（局）の幹部職員等の給与等に要する経費。

八頭庁舎の管理業務に要する経費。

八頭庁舎の耐震化・補強等に要する経費。

公共施設管理に関心のある県民をサポーターとして登録し、その意見・提言をもと
に施設管理を図った。

６「主な事業に関する調べ」を参照

県土整備部内及び県土整備事務所(局）内の連絡調整業務・人事に関する業務等
に要する経費。



９　予備費の充用調べ   該当なし

１０　繰越関係調べ   

　　（１）継続費逓次繰越調べ   該当なし

　　（２） 繰越明許費調べ   

（単位：円）

既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

25,861,000 8,846,000 0 0 8,846,000

　　（３）事故繰越調べ   該当なし

繰　　越　　理　　由

8,846,000
県土総務課文書書庫の解体工事の期間を算定したところ、

土木総務費 土木事業総務費 25,861,000 8,846,000 0
25年度内完了が見込めないため。

合　　　　　計

0

科目 事業名 金額 翌年度繰越額
左の財源内訳



１１　収入証紙取扱額調べ　

（単位：円）

目 節 細節

新規　　　　　　   77 新規　                         90,000

更新・追加　　   198 更新・追加                   50,000

建設業許可等証明手数料 53 650 34,450

建設機械打刻手数料 1 36,000 36,000

建設工事紛争処理申請手数料 2 114,120

浄化槽工事業登録申請手数料 1 33,000 33,000

基本料                          8,500 

業種                             2,500

（※再発行：400＋200×業種数）

解体工事業者登録手数料 6 33,000 198,000

1,276 　 32,256,470

1,276 32,256,470

0

32,256,470

32,256,470

備　　考件数 単　価 証紙はりつけ額

建設業許可手数料

出納機関執行分計（目）

15,010,900936

土木手数料

経営事項審査手数料

16,830,000

目　　　　　計

合　　　　　計

収　　　入　　　科　　　目

計（節）

本庁執行分計（目）

土木手数料



１２　収入事務処理状況調べ

（１）　分担金及び負担金  該当なし

（２）　使用料

（単位：円）

目 節 細節

行政財産使用料 0 0 0 0 0 鳥取県行政財産使用料条例

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

262 4,640,816 4,640,816 0 0 鳥取県土、八頭県土、日野県土

262 4,640,816 4,640,816 0 0

4,640,816 4,640,816 0 0

（３）　手数料

（単位：円）

目 節 細節

建設業許可手数料 275 16,830,000 16,830,000 0 0 鳥取県手数料徴収条例

建設業許可等証明手数料 53 34,450 34,450 0 0 鳥取県手数料徴収条例

建設機械打刻手数料 1 36,000 36,000 0 0 鳥取県手数料徴収条例

建設工事紛争処理申請手数料 2 114,120 114,120 0 0 鳥取県手数料徴収条例

浄化槽工事業登録申請手数料 1 33,000 33,000 0 0 鳥取県手数料徴収条例

経営事項審査手数料 936 15,010,900 15,010,900 0 0 鳥取県手数料徴収条例

解体工事業者登録手数料 6 198,000 198,000 0 0 鳥取県手数料徴収条例

1,274 32,256,470 32,256,470 0 0

1,274 32,256,470 32,256,470 0 0

1 50,000 50,000 0 0 米子県土

1,275 32,306,470 32,306,470 0 0

1,275 32,306,470 32,306,470 0 0

収　　　入　　　科　　　目
件数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備　　考

行政財産使用料
計（節）

本庁執行分計（目）

出納機関執行分計（目）

目　　計

合　　計

収　　　入　　　科　　　目
件数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

出納機関執行分計（目）

目　　計

合　　計

根拠法令名等 備　　考

土木手数料
土木手数料

計（節）

本庁執行分計（目）



（４）　財産収入

（単位：円）

目 節 細節

財産貸付収入 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

物品売払収入 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

30 338,897 0 0 0 八頭県土、中部県土

30 338,897 0 0 0

338,897 0 0

（５）　寄付金 該当なし

（６）　諸収入

（単位：円）

目 節 細節

非常勤職員雇用保険料 72 51,550 51,550 0 0

利息 2 4 4 0 0

74 51,554 51,554 0 0

1,026,148

1,077,702 1,076,252 0 1,450

1,077,702 1,076,252 0 1,450

（７）　現金の取扱状況 該当なし

収　　　入　　　科　　　目
件数 収入済額 不納欠損額 収入未済額根拠法令名等調定金額

不納欠損額

0 1,450

収入未済額

合　　計

本庁執行分計（目）

目　　計

雑　　入

根拠法令名等 備　　考

財産貸付収入
計（節）

物品売払収入
計（節）

収　　　入　　　科　　　目
件数 調定金額 収入済額

本庁執行分計（目）

出納機関執行分計（目）

目　　計

合　　計

鳥取県土、中部県土、八頭県土

雑　　入

出納機関執行分計（目）

備　　考

1,024,698



１３　収入未済額調べ

目 節 細節
22年度
以前

２３年度 ２４年度

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,450 0 0 1,450 0 1,450 0 0 0 0 1,450 中部総合事務所

1,450 0 0 1,450 0 1,450 0 0 0 0 1,450

1,450 0 0 1,450 0 1,450 0 0 0 0 1,450

１４　未収金回収促進のための取り組み状況調べ 該当なし

１５　税外収入不納欠損額調べ 該当なし

（単位：円）

目　　計

合　　計

収    入
未 済 額
  　   (Ｂ)

雑入
雑入

計（節）

本庁執行分計（目）

出納機関執行分計（目）

　　　　　                    　　　　　区　分
　収入科目

過　　　　　　年　　　　　　度　　　　　　分 現　　年　　度　　分
収入未済
額   計(Ａ
＋Ｂ)

左のうち
収入済額

不　 納
欠損額

未収理由前 年 度
以前から
の繰越額

差引収入
未済額(A)

収入未済額の調定年度内訳

調定額 収入済額



１６　債務負担行為の状況調べ　

（単位：円）

事業名 種別 設定年度 合　計 備考

議決 期間 限度額 の執行額 24年度までの 26年度以降の 計

Ａ 執行額 執行予定額 Ｂ Ａ＋Ｂ

鳥取県土整備事務所機械警備業務委託 委託料 平成25年11月議会
26年度から28年
度まで

663,000 497,664 0 0 0 497,664 497,664 497,664

鳥取県土整備事務所工事関係書類書庫構内
除草業務委託

委託料 平成25年11月議会
26年度から28年
度まで

498,000 162,000 0 0 0 162,000 162,000 162,000

八頭総合事務所警備業務委託 委託料 平成24年11月議会
25年度から27年
度まで

18,780,000 17,955,000 0 0 5,985,000 11,970,000 17,955,000 17,955,000

八頭庁舎警備業務委託（消費税増税分） 委託料 平成25年2月議会
26年度から27年
度まで

342,000 342,000 0 0 0 342,000 342,000 342,000

八頭総合事務所非常用発電設備保守点検業
務委託

委託料 平成24年11月議会
25年度から27年
度まで

799,000 578,000 0 0 187,688 390,312 578,000 578,000

八頭庁舎非常用発電設備保守点検業務委託
（消費税増税分）

委託料 平成25年2月議会
26年度から27年
度まで

12,000 12,000 0 0 0 12,000 12,000 12,000

八頭総合事務所熱源機器保守点検業務委託 委託料 平成24年11月議会
25年度から27年
度まで

1,434,000 1,008,000 0 0 336,000 672,000 1,008,000 1,008,000

八頭庁舎熱源機器保守点検業務委託（消費税
増税分）

委託料 平成25年2月議会
26年度から27年
度まで

20,000 20,000 0 0 0 20,000 20,000 20,000

八頭総合事務所清掃業務委託 委託料 平成22年11月議会
23年度から25年
度まで

14,826,000 14,742,000 0 9,828,000 4,914,000 0 14,742,000 14,742,000

八頭庁舎清掃業務委託 委託料 平成25年11月議会
26年度から28年
度まで

17,382,000 13,905,000 0 0 0 13,905,000 13,905,000 13,905,000

八頭総合事務所機械警備業務委託 委託料 平成22年11月議会
23年度から25年
度まで

456,000 341,000 0 227,600 113,400 0 341,000 341,000

八頭庁舎機械警備業務委託 委託料 平成25年11月議会
26年度から28年
度まで

354,000 349,920 0 0 349,920 349,920 349,920

八頭総合事務所電気工作物保安業務委託 委託料 平成22年11月議会
23年度から25年
度まで

600,000 599,000 0 399,563 199,437 0 599,000 599,000

八頭庁舎電気工作物保安業務委託 委託料 平成25年11月議会
26年度から28年
度まで

618,000 615,405 0 0 0 615,405 615,405 615,405

八頭総合事務所消防設備保守点検業務委託 委託料 平成22年11月議会
23年度から25年
度まで

315,000 309,000 0 206,100 102,900 0 309,000 309,000

八頭庁舎消防設備保守点検業務委託 委託料 平成25年11月議会
26年度から28年
度まで

324,000 324,000 0 0 0 324,000 324,000 324,000

八頭総合事務所電話交換設備保守点検業務
委託

委託料 平成23年11月議会
24年度から26年
度まで

2,361,000 2,079,000 0 693,000 693,000 693,000 2,079,000 2,079,000

59,784,000 53,838,989 0 11,354,263 12,531,425 29,953,301 53,838,989 53,838,989

設定状況

当該事業の契約額等

執行(支出)状況

債務負担行為の期間

合　　　　　計

25年度執行額



　（１）負担金
（単位：円）

予算科目（目） 予算額 区分 負担金の名称 支出先 負担率 支出金額
支出の根拠法令
名等（規約、要綱
等を含む。）

備考

建設業指導監督費　

支出金額が１０万円
未満のもの

14,000

本庁執行分計 14,000

出納機関執行分計 0

目　計 14,000

土木総務費

支出金額が１０万円
未満のもの

本庁執行分計 0

出納機関執行分計 32,000

目　計 32,000

合　計 46,000

  （２）補助金 該当なし

　（３）交付金　 該当なし

１７　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

支出年月日



　（４）委　託　料

予定価格
 (契約年月日)
契　 約　 額

契約期間

(契約年月日)
契 　約　 額

契約期間 契約形態

 予定価格が20万
 円未満のもの

本庁執行分計 0

出納機関執行分計 1,144,500

目　　　計 1,144,500

（　H25.4.1　）
H25.4.1～

H25.3.22

26,683,965
H26.3.31

（免除） H25.10.15 13,341,982

H26.4.25 13,341,983

（　H25.4.1　）
H25.4.1～

H25.3.13

2,362,500
H26.3.31

（免除）

H25.10.15 5,874,225
H26.4.14 5,874,225

土木総務費

単県

（単位：円）

予　算　科　目

（目）

国補
単県
の別

委託料の名称
委託契約の

相 手 方

　 当　　初　　契　　約
入札等
年月日

(契約保証
金納付等
年月日)

完　 了
年月日

支  出  の  状  況

備 　考支出
区分

支   出
年月日

金   　額　　 変 更 契 約 （ 最 終 )
履行検査
年　月　日

総合事務所費

単県

鳥取県新工事
進行管理シス
テム及び鳥取
県電子調達シ
ステム運用保
守業務委託

（株）日立シ
ステムズ
中国支社

26,754,000 H26.3.31

精

〔随意契約理由〕
当該システムは、（株）日立情報システムズがプログラム開発を行ったものであり、
当システムの開発者の決定時において、以後の運用保守経費を見込んで業者決
定したものである。平成17年以降運用をしているが、同社以外からの調達では、シ
ステムの基幹部分の障害発生時の復旧作業を円滑に行うことが見込めない。ま
た、本システムのプログラムは、いかに専門技術者であっても、他者がその構成や
設計思想を完全に理解するのは困難で、容易に修正を行うことができないため、地
方自治法第234条第2項及び地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の
特例を定める政令第10条第1項第2号に該当。

随 H26.4.1

単県

電子入札コア
システム保守
委託業務（プ
ログラム・サ
ポートサービ
ス）

（一財）日本
建設情報総
合センター

2,362,500 H26.3.31

精 H26.4.14 2,362,500

〔随意契約理由〕
鳥取県電子調達システムは、一般財団法人日本建設情報総合センターがプログラ
ム開発を行った電子入札コアシステムを利用したシステムである。当該コアシステ
ムを使用するに当たり、もし保守契約を結ばなければ、当該コアシステムの利用が
できなくなり、鳥取県電子調達システムも利用できなくなることから入札事務に多大
な支障をきたすこととなるため、地方自治法施行令第167条の2第1項第2号及び
「随意契約の運用について」（昭和42年4月1日付発出第131号）の1の（12）に該当。随 H26.3.31

鳥取県新工事
進行管理シス
テム及び鳥取
県電子調達シ
ステム改修業
務委託

（株）日立シ
ステムズ
中国支社

16,290,750
（　H25.9.9　）

H25.9.9～
H25.8.29

H26.3.25

精 H26.4.14 16,271,850

〔随意契約理由〕
当該システムは、（株）日立情報システムズ（現、（株）日立システムズ）が著作権を
有するパッケージソフトに鳥取県版のカスタマイズを施し、構築されたものである。
本業務では、パッケージ部分への改修も必要であり、パッケージ部分の著作権を
有しない同社以外では、改修業務が困難であることから、地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号及び「随意契約の運用について」の1の（4）に該当。

16,271,850
H26.3.25

（免除）

随 H26.3.31

単県

鳥取県電子調
達システム運
用管理委託業
務

(株)鳥取県
情報セン
ター

11,749,290
（　H25.4.1　）

H25.4.1～
H25.3.21

H26.3.31

精

〔随意契約理由〕
当該システムは（財）鳥取県情報センター(（株）鳥取県情報センターへ業務委譲）が
開発当初より導入支援機関として参画しており、システムについて熟知している
等、他者と契約したならばシステムの使用または便益を享受することに著しい支障
が生ずる恐れがあるため、地方自治法施行令第167条の2第1項第2号及び「随意
契約の運用について」の1の（12）に該当。

11,748,450
H26.3.31

（免除）

随 H26.3.31



　（４）委　託　料 つづき

予定価格
 (契約年月日)
契　 約　 額

契約期間

(契約年月日)
契 　約　 額

契約期間 契約形態

 予定価格が20万
 円未満のもの

本庁執行分計
60,976,806

出納機関執行分計 13,938,267
東部県土、八頭県土、日野県土、東部生活衛生事務所

目　　　計 74,915,073

2,425,480
単価契約

1  システム基本
料：52,500円

（ H25.7.12 ） 511,230

2  建設業許可電
算処理料：2,100円

H26.3.31
( H25.10.16 ) 669,030

3 経営事項審査電
算処理料：670円

（ H26.1.22 ） 676,390

 予定価格が20万
 円未満のもの

本庁執行分計 2,425,480

出納機関執行分計 0

目　　　計 2,425,480

合　　　計 78,485,053

H25.4.1～

（新規）
営繕課へ配当替

3,910,041

H25.2.18

H26.3.31
外

精

〔随意契約理由〕
　当該システムは、従来より旧建設省及び各都道府県で共通したシステムを利用し
ており、その許可情報に係るデータベースについては、一般財団法人建設業情報
管理センターのみが保有しており、この情報をオンライン処理できる唯一の機関で
あることから、地方自治法施行令第167条の2第1項第2号及び「随意契約の運用に
ついて」の1の（2）に該当。

（免除）

(  H26.4.15 ) 568,830

随 H26.4.7外

建設業指導監督費 単県

建設業情報管
理システム電
算処理業務委
託

（一財）建設
業情報管理
センター

―

（　H25.4.1　）

支出
区分

支   出
年月日

金   　額　　 変 更 契 約 （ 最 終 )
履行検査
年　月　日

土木総務費
国補

八頭総合事務
所本館耐震診
断及び耐震診
断計画業務委

託

（単位：円）

予　算　科　目

（目）

国補
単県
の別

委託料の名称
委託契約の
相　 手　 方

　 当　　初　　契　　約
入札等
年月日

(契約保証
金納付等
年月日)

完　 了
年月日

支  出  の  状  況

備 　考



　（４－２）委　託　料（他課から予算の配当替を受けて執行したもの）

予定価格
 (契約年月日)
契　 約　 額

(契約年月日)
契 　約　 額

契約形態

3,459,750

（　H25.8.26　）
　　　　　3,458,437 H25.8.26～

H25.10.15

H25.8.19
（　免除　） H25.10.15

随 H25.10.21

 予定価格が20万円
 未満のもの

本庁執行分計 3,458,437

出納機関執行分計

目　　　計 3,458,437

 予定価格が20万円
 未満のもの 60,900

本庁執行分計 60,900

出納機関執行分計

目　　　計 60,900

合　　　計 3,519,337

（単位：円）

予　算　科　目

（目）

国補
単県
の別

委託料の名称
委託契約の
相　 手　 方

　 当　　初　　契　　約 入札等
年月日

(契約保証
金納付等
年月日)

完　 了
年月日

支  出  の  状  況

備 　考

契約期間
支
出
区
分

支   出
年月日

金   　額　　 変 更 契 約 （ 最 終 )
履行検査
年　月　日

契約期間

土木総務費 単県

平成25年度鳥
取県電子調達
システム改修
業務委託

（株）日立シ
ステムズ
中国支社

精 H25.11.7 3,458,437

〔随意契約理由〕
当該システムは、（株）日立情報システムズ（現、（株）日立システムズ）が著作権を
有するパッケージソフトに鳥取県版のカスタマイズを施し、構築されたものである。
本業務では、パッケージ部分への改修も必要であり、パッケージ部分の著作権を
有しない同社以外では、改修業務が困難であることから、地方自治法施行令第167
条の2第1項第2号及び「随意契約の運用について」の1の（4）に該当。

会計管理費



１８　工事請負費調べ

（起工年月日）
設 　計 　額

 (契約年月日)
契　 約　 額

（変更年月日）
設 　計 　額

(契約年月日)
契 　約　 額

契約形態

（　　　　　） （　　　　　 ）

～ (　　　　)

17,588,550

0

17,588,550

（　　　　　） （　　　　　 ）

～ (　　　　)

0

繰越額
8,846,000
円
平成27年5
月16日ま
で

0

17,588,550

１８－２　工事請負費調べ（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし

実地完成
年月日

工　　期

（単位：円）

予　算　科　目
（目）

国補単県の別 工　　事　　名

　 当　　初　　契　　約 入札年月
日

(契約保証
金

納付等年
請負人

支  　出  　 状　  況

変　　　更
（ 解　除 ）
の 理 由
・  内 容

備 　考
工　　期

支出区分
年月日

金   　額　　 変 更 契 約 （ 最 終 )

営 繕 課 に
配当替

本庁執行分計

総合事務所費 国補
八頭総合事務所本館屋
上防水改修工事（経済
対策）

検　 査
年月日

17,588,550

0

合　　　計

出納機関執行分計

目　　　計

土木総務費

本庁執行分計

出納機関執行分計

目　　　計



１９　財産に関する調べ
　（１）公有財産
　　ア　土　地

　面積（㎡） 価額（円） 増減別 異動日 面積(㎡） 価額（円） 増減理由 登記年月 　面積（㎡） 価額（円）

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

計 21,775.95 － 0 0 21,775.95 －

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

計 20,643.97 － 0 0 20,643.97 －

合計 42,419.92 0 0 0 42,419.92 －

境港市
浜野町、大正町、栄
町

2,953.44 不明 2,953.44 不明 貸付

普通財産

（元）境港務所
（野積場）

境港市
浜野町、大正町、栄
町

17,690.53 不明 17,690.53 不明 貸付

　　〃
（岸壁）

日野総合事務所
県土整備局
（特殊車両庫）

日野郡
日野町本郷
９２－１他

4,706.23 22,273,267 4,706.23 22,273,267

　　　〃
（大山除雪車両基地）

西伯郡大山町赤松５
６８－１４７

4,881.00 不明 4,881.00 不明

西部総合事務所
県土整備局
（資材倉庫）

米子市
新山４７－１

130.00 不明 130.00 不明

　　　〃
（資材置場）

倉吉市
上神生野１４１３他

818.00 不明 818.00 不明

中部総合事務所
県土整備局
（特殊車両車庫）

倉吉市
下田中町８２５他

2,480.33 不明 2,480.33 125,183,604

248.00 不明

八頭総合事務所
県土整備局
（特殊車両車庫）

八頭郡八頭町
郡家３８０－６他

3,833.10 52,130,450 3,833.10 52,130,450

不明

　　　　　〃
（特殊車両庫）

鳥取市
千代水２丁目１７

3,909.22 169,415,800 3,909.22 169,415,800

行政財産

東部総合事務所
県土整備局
（文書保管書庫）

鳥取市
幸町９２

770.07 不明 770.07

　　　　　〃
（資材置場）

鳥取市
古海８９５－４他

248.00 不明

（平成２６年３月３１日現在）
行政・普通財

産の区分
施設名等 所　　在　　地

前年度末 本年度異動状況 本年度末
備　考



　面積（㎡） 価額（円） 増減別 異動日 面積(㎡） 価額（円） 増減理由
登記年月

日
　面積（㎡） 価額（円）

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

H

H

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

計 5,343.43 342,478,777 3482.46 8,825.89 342,478,777

計 0.00 0 100.75 － 100.75 0

合計 5,343.43 342,478,777 3583.21 － 8,926.64 342,478,777

行政財産
の用途廃

止
H 100.75 不明

36.00 不明

普通財産
県土総務課（（元）産業
技術センター鳥取庁舎
ファイトトロン）

鳥取市
若葉台７丁目１－２

増加 H25.7.17 100.75 不明

日野総合事務所
県土整備局
（資材倉庫）

日野郡
日野町本郷
９２－１他

36.00 不明

日野総合事務所
県土整備局
（特殊車両庫）

日野郡
日野町本郷
９２－１他

921.52 85,327,000 921.52 85,327,000

西部総合事務所
県土整備局
（大山除雪車両基地）

西伯郡大山町赤松
５６８－１４７

362.88 不明 362.88 不明

西部総合事務所
県土整備局
（資材倉庫）

米子市
新山４７－１

100.50 不明 100.50 不明

中部総合事務所
県土整備局
（資材倉庫）

倉吉市
上神生野
１４１３－２

51.48 不明 51.48 不明

85,701,370

中部総合事務所
県土整備局
（特殊車両車庫）

倉吉市
下田中町８２５他

996.76 70,932,433 996.76 70,932,433

不明 所属換 3,583.21 不明

八頭総合事務所
県土整備局
（特殊車両車庫）

八頭郡八頭町
郡家３８０－６

1,032.10 85,701,370 1,032.10

1,200.06 100,517,974

八頭庁舎
八頭郡八頭町
郡家１００

増加 H25.8.19 3583.21

東部総合事務所
県土整備局
（文書保管書庫）

鳥取市
幸町９２

541.38 不明 541.38 不明

H25.7.17 △ 100.75 不明 用途廃止 H

行政財産

県土総務課（（元）産業
技術センター鳥取庁舎
ファイトトロン）

鳥取市
若葉台７丁目１－２

100.75 不明 減少

東部総合事務所
県土整備局
（特殊車両車庫）

鳥取市
千代水２丁目１７

1,200.06 100,517,974

　　イ　建　物
（平成２６年３月３１日現在）

行政・普通財
産の　　区分

施設名等 所　　在　　地
前年度末 本年度異動状況 本年度末

備　考



　ウ　山　林 該当なし
　エ　不動産売却 該当なし
　オ　財産の交換 該当なし
　カ　動　産（船舶、浮標、浮桟橋、浮ドック、航空機） 該当なし
　キ　物　権 該当なし
　ク　無体財産権（特許権、著作券、商標権、実用新案件等） 該当なし
　ケ　有価証券 該当なし

　コ　出資による権利　

前年度末 本年度末

（数量、金額） 増 減 （数量、金額）

円 円 円 円

2,190,000 2,190,000

 （２）金券類の受払状況

ア　金券の受払状況

購 入 額 使 用 額
　円 　円 　円 　円

12,860 536,180 542,170 6,870

合　　計 12,860 536,180 542,170 6,870

イ　タクシーチケットの受払状況

（３）基 金 該当なし

（４）債 権

金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数

円 円 円 円

12,000 4 3,000 1 9,000 3

22,500 5 4,500 1 18,000 4

合　　　計 12,000 4 22,500 5 7,500 2 27,000 7

行政財産使用料 鳥取県土整備事務所

日野県土整備局

103枚

本年度末 備　　　考

債 権 の 名 称
前　年　度　末　現　在　高

本　　　年　　　度　　　中

増 減

本　年　度　末　現　在
高

（平成２６年３月３１日現在）

2,190,000

（平成２６年３月３１日現在）

本　年　度　中

（平成２６年３月３１日現在）

合　　計 2,190,000 0 0

種　　別 前年度末

備　考

（平成２６年３月３１日現在）

区　　分
本　　年　　度　　中

法　人　名 備　　　考

（一財）建設業情報
管理センター出資金

（一財）建設業情報管
理センター

本年度末 備　　　　考

40枚 72枚

前年度末未使用枚数
購入枚数 使用枚数及び金額

本　　年　　度　　中

郵便切手及び郵便
はがき

74400円

７１枚



２０　財産の貸付け及び使用許可調べ
　（１）　土地及び建物
　　ア　土　　地

貸付（使用許可）先

単価
本年度の

貸付（使用）料
住　　　　　所
氏　　　　　名

0

0

計 0

合計 0

　　イ　建　　物 該当無し

２１　借受不動産明細調べ 該当なし
２２　職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ 該当なし
２３　自動車（二輪を除く）の管理状況調べ 該当なし
２４　寄付物件の受納状況調べ 該当なし
２５　備品の処分状況調べ 該当なし
２６　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 該当なし
２７　貸付金等状況調べ 該当なし

○　意見、要望等
　　（１）業務に関する要望等

　　（２）監査委員事務局に対する意見・要望等

行政 ・普
通財産の

区分

貸　　　付
（使用許可）
目　　　的

所　　在　　地
数量
又は
面積

貸　　　付
（使用許可）
年　月　日

当初貸付
（使用許可）
年　月　日

貸　　　付
（使用許可）
期　　　間

貸付（使用）料　（円）

備　考

H20.4.1～H30.3.31 無償
境港市大正町２１５
境港管理組合
管理者　平井　伸治

普通財産

（元）境港務所
（野積場）

境港市 浜ノ町、大正町、栄町　　　　　　　17690.53 H20.4.1 S43.4.1 H20.4.1～H30.3.31 無償
境港市大正町２１５
境港管理組合
管理者　平井　伸治

（元）境港務所
（岸壁）

境港市 浜ノ町、大正町、栄町　　　　　　　　2953.44 H20.4.1 S43.4.1


